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一般廃棄物の適正処理、10.8通知の浸透へ決意一般廃棄物の適正処理、10.8通知の浸透へ決意一般廃棄物の適正処理、10.8通知の浸透へ決意一般廃棄物の適正処理、10.8通知の浸透へ決意一般廃棄物の適正処理、10.8通知の浸透へ決意

本日の東京大会において、確認されたことは、最

高裁が一般廃棄物処理は国民生活に欠くことが

あってはならないものだと判示した。環境省から

は10.8 通知の講演、パネルディスカッションで

は、業者のために区域割が必要だと言っているの

ではない。業者のために新規許可はだめだと言っ

ているのではない。業者のために受託料が受託業

務を遂行するに足りる額であることだと言ってい

るのではない。区域の定めも、新規許可も、受託

料金も、不備があっては国民生活に支障をきたす

ことになるのだと断じたのである。私たち全国環

整連は、日本全国

で同じ過ちを繰り

返すことのないよ

う自治体が定めた

一般廃棄物処理計

画の完全実施を指

針とする。
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